
第3回新型コロナウイルス感染症等緊急アンケート（2020.7）7/27終了 回答数61社

（建設12/製造8/流通・商業12/サービス28/その他1  ）
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①マイナスの影響が出ている

②今後マイナスの影響が懸念される

③マイナスの影響はない

④どちらともいえない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営へのマイナス影響

系列1

系列2

第2回

第3回

17%

16%

11%

2%

10%

2%

1%

0%

8%

4%

3%

0%

3%

11%

1%

2%

0%

4%

2%

1%

4%

14%

11%

11%

3%

8%

5%

3%

3%

5%

3%

2%

0%

1%

11%

2%

7%

2%

3%

1%

4%

3%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

①商談遅延

②予約キャンセルによる売上減や損失

③来店数の減少等による売上減少

④営業日数の減少

⑤資金繰りの悪化

⑥感染防止策による従業員の勤務調整（時差…

⑦学校休校による従業員の勤務調整や社内対応

⑧業務上の感染防止策で必要な物資の不足

⑨国内外への出張の中止・延期

⑩国内仕入先からの仕入れ、調達に支障

⑪海外仕入先からの仕入れ、調達に支障

⑫海外取引先の事業停止や倒産の発生

⑬海外での販売量・輸出量の減少

⑭イベント・展示会の中止や延期

⑮物流の滞り

⑯訪日客の減少・キャンセル

⑰原材料価格の上昇

⑱営業自粛もしくは休業

⑲マスクや消毒薬など衛生用品の確保難

⑳社内に感染者や濃厚接触者が出る、または…

㉑その他

具体的なマイナスの影響
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①70％以上増加

②50～70％増加

③30～50％増加

④10～30％増加

⑤1～10％増加

⑥ほぼ変わらない

⑦1～10％減少

⑧10～30％減少

⑨30～50％減少

⑩50～70％減少

⑪70％以上減少
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前年同月期の売上比較
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第3回

第2回



1%

3%

10%

1%

3%

8%

14%

2%

11%

2%

3%

5%

2%

1%

1%

0% 5% 10% 15%

①公的な経営相談窓口

②セーフティネット保証（保証協会）

③政府系金融機関の融資制度

④返済猶予等の既往債務の条件変更

⑤ものづくり・商業・サービス補助金

⑥持続化補助金（小規模企業対象の販路開拓支援）

⑦持続化給付金（売上50％以上減少企業への給付金）

⑧ＩＴ導入補助金

⑨雇用調整助成金

⑩小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援

⑪テレワーク導入に対する支援

⑫民間金融機関の実質無利子・無担保融資

⑬日本公庫等の既往債務の借換

⑭納税の猶予の特例

⑮固定資産税・都市計画税の減免

利用した支援策等
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①利用して大変役に立った

②利用してある程度役立った

③利用したが金額などをもっと拡充してほしい

④利用したいが条件が合わない

⑤手続きが煩雑

⑥結果が出るのに時間がかかる

⑦今のところ利用する必要がない

⑧内容をよく知らない

⑨利用したことがないのでわからない

利用した支援策について感じていること
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①プラスの影響

②マイナスの影響

③プラス・マイナス両方の影響

④わからない

「新しい性格様式」の業績への影響
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①デジタル化・IT化の推進

②リアルでの対面接触の価値向上

③人材育成の重視

④外部人材の重視

⑤テレワーク・リモートワークの増加

⑥副業・兼業の増加

⑦人材不足

⑧人材過剰

⑨人間尊重の社会づくり

⑩経済格差・差別の拡大

⑪グローバル・サプライチェーン…

⑫生産拠点の国内回帰

⑬食料・エネルギー自給率の向上

⑭食料・エネルギー輸入相手国との…

⑮低コスト・効率の重視

⑯高付加価値の追求

⑰地球環境の重視

⑱環境破壊の深刻化

⑲大都市集中の推進

⑳地方分散型社会への転換

㉑自国第一主義の拡大

㉒国際的な協力体制の強化

㉓その他

「新しい性格様式」の業績への影響
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①付加価値の増大

②新規受注（顧客）の確保

③人件費節減

④人件費以外の経費節減

⑤財務体質の強化

⑥機械化促進

⑦情報力強化

⑧人材確保

⑨社員教育

⑩新規事業の展開

⑪得意分野の絞り込み

⑫研究開発

⑬機構改革

⑭その他

貴社の現在の経営上の力点



９．企業の存続のために取り組もうとしていること、または取り組んだこと

国の補助金活用によるクライアント支援

収益率の向上、社員教育

売り上げの増加と経費の削減。新たな商品分野への参入。

感染拡大防止対策、リモート業務による社屋の改装（フリーアドレス化）

新規分野の展開のための教育と組織づくり

10年ビジョン策定　融資制度活用　DX

地域課題解決型企業づくり

事業承継のための体制づくり　社員の年齢層の分散化

販路拡大、ホームページの強化

新分野への事業参入

IoT化

新規受注確保

ビジネスモデルの再構築

雇用維持・企業存続のために各種助成金制度を利用

コロナ禍で持て余した時間、社員の技術の向上に取り組んだ。

オンラインでの営業、セミナー開催

１０.国や自治体に対する要望や提言

競争入札による委託事業でなく、プロポーザルなどの実施による委託事業者の決定

産学連携の橋渡し　経済の地域内循環に向けた積極的・具体的取り組みの議論　

コロナ渦の第２波・第３派の阻止とワクチンなどの治療薬の１日も早く開発してほしい｡

消費税の減税

手厚い融資

納税免除などの中小零細企業の大幅な救済

中小企業への支援、インフレ推進（物価向上、所得向上、マイナス金利中止）、政治拠点を東

京以外へ移転

ともかく、有史史上最悪と言われる現政権には速やかに下野してもらい、政治家は政治に対す

る国民の信頼回復に与野党を問わず務めて欲しいと思います。

コロナ禍での状況をしっかりと把握して、日本社会全体がより早く暮らしや経済が通常に戻る

ために、全て一律ではなく地域や県での状況を踏まえた行動・施策を打ち出してほしい。この

雇用調整助成金(休業・教育訓練)ともに対応が遅すぎ・二転三転することがあり受給までまだ

至っていない。

新型コロナウイルスが時代の変革を迎えているような気がする。時代の変革に対応出来る企業

体質にしたい。

ビジョンに向けた新たな事業展開を構築中。これからの地域社会に必要とされる企業づくりを

実践していくこと

テレワークを実施し、リモートワークも実証実験中です。又、会議や研修もZoomを活用してい

る。

オンラインでのメイクレッスン、就職活動をしている学生向けのオンライン面接対策支援

主に建築業を旨としているが、法人設立の際、定款に工芸品の企画・製作・販売も加えていた

が、本格的に始動開始しようと試みている。

職業訓練や資格取得など、人材育成による付加価値向上。Webでの新規顧客獲得に力を注いで

いきたい。ITによる業務効率化を進めていきたい。


